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2020年 度 事 業 報 告

〔
2020年 4月  1日
2021年 3月 31日

から

まで〕

新型 コロナウィルスが世界的に流行 し、
｀
不動産業界 も大きく影響 を受ける中で、財務基

盤の安定性 を確保 しつつ、不燃高層化など災害に強いまちづ くりを推進するため、地域に

寄 り添い、市街地再開発事業・防災街区整備事業・公民連携事業 。マンション建替事業の

ほか、保証事業や不動産アセ ッ ト事業等を、引き続き着実に実施 した。

また、事業環境が変化 し、中期的に厳 しい損益状況が続 くことが見込まれ ることか ら、

2021年 度から 5ヵ 年間を姑象に中期経営計画を策定 した。

…
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I 事業の実施状況について

1 市街地再開発事業・防災街区整備事業

都市の再開発を推進 し、市街地における土地の合理的・高度利用 と都市機能更新を

図るため、「都市再開発法」による市街地再開発事業、及び「密集市街地における防災

街区の整備の促進に関する法律」による防災街区整備事業について、市街地再開発組合・

防災街区整備組合の組合運営業務、権利の調整、保留床の取得等及び事業協力を実施 した。

また、公共団体からまちづ くりに関する調査業務を受託 した。

主要な事業は次のとお り

◎2020年度に大きな進捗があった地区/02020年度以前に大きな進捗があった地区

(1)市街地再開発事業

(*)過年度にまちづ くり調査支援を行つた事業で 2020年度に新規着手

(2)防災街区整備事業

(*)過年度にまちづ くり調査支援を行 つた事業で 2020年度に新規着手

事業地区 公社の役割 進捗到達状況 (2020年度末 )

秦備

組合

設立

都市

計画

決定

組

設

合

立

権利

変換

計画

着
工

竣

工

31

渡

戸越五丁 目 19番地区 参加組合員 ○ ○ ○ ◎

月島三丁 目北地区 ○ ○ ◎

三 田小 山町西地 区 ○ ○ ◎

蕨駅西 口地区 ○ ○ ◎

春 日・ 後楽園駅前地区 保留床取得 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎

立石駅北 口地区 事業協力者

事務局

○ ○

西新宿三丁 目地区 ○ ○

新小岩駅南口地区 O
大島三丁 目1番地地区 ○

京急蒲 田セ ンターエ リア地区 (*) ◎

三軒茶屋二丁 目地区 ○

吉祥寺南口駅前地区 〇

事業地区 公社の役割 進捗到達状況 (2020年度末)

準備

組合

設立

都市

計画

決定

組合

設立
権利

変換

計画

着
工

竣

工

号|

渡

志茂三丁 目9番地 区 参加組合員

事務局

○ 〇 〇 ◎ ◎ ◎ ◎

原町一丁 目7番・ 8番地 区 O ○ ◎

上十条一丁 目4番地区 ○ ○ ○ ◎

東向島二丁 目地区 (*) 事業協力者

事務局

◎
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(3)区からの受託調査業務

・東長崎駅北日周辺地区

・戸越公園駅周辺地区

・原町一丁目9番 。10番地区

。東向島二丁 目地区

・東中延一丁 目地区 (*)

(*)2020年度に新規受託

2 都市居住再生事業

火災や地震に強い安全なまちづ くり、良好な居住環境の確保を図 り、公有地等の有効活用・

建物等の共同化による者ヽ市居住の再生を推進するため、 公共団体等 と連携 した公民連携事

業、共同建替事業、マンション建替事業 (団 地建替 )、 分譲住宅譲渡事業、高齢者施設建設事

業、及び保育所建設事業を実施 した。

主要な事業は次のとお り

(*)2020年 度に新規着手

(1)公民連携事業

・江東区公営住宅建替・集約 (*)

:事業包括基本協定書締結/入居者移転支援業務協定書締結

(2)マ ンション建替事業 (団地建替 )

・習志野台団地 11街区地区 :建替決議

(3)分譲住宅譲渡事業

・綱島東一丁目 :着工

(4)高齢者施設建設事業

・浜田山二丁 目 (*):着工

・荻窪二丁目 (*):土地購入

(5)保育所建設事業

・平河町二丁 目 :引 渡

・本郷六丁 目 :竣工
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3 賃貸住宅建設・譲渡事業  (公社共同事業)

住宅金融支援機構や民間金融機関の融資を活用 し、老朽化建築物の建替促進を進め、地域

のまちづくりに寄与すべく、良質な賃貸住宅等を建設 し、譲渡 した。

2020度 は、 1件・ 19戸・ 3億 13百万円の竣工となつた。

4 保証事業

良質な賃貸住宅等を供給する住宅金融支援機構や民間金融機関の融資にかかる債務の保証

を引受ける保証機関として、2020年 度は 52件・ 928戸 ・218億 95百万円の保証契

約を締結 した。また、 3件・ 1億 11百万円の代位弁済を実施 した。

つなぎ融資制度は、 2020年 度の契約実績は 15件・ 42億 13百万円、 2021年 3

月末現在の残高は48億 6百万円となった。

5 不動産アセ ッ ト事業

財務基盤の安定性を確保するため、適切な不動産ポー トフォリオの構築を目指 し、 202
0年度は「ヴィナシス金町」を売却するとともに、「パークハ ウス練馬春 日町」。「ア トレア高

井戸」。「南馬込保育園」の 3棟 を取得 した。

この結果、年度末時点で所有する不動産は賃貸住宅 1, 108戸 (学生マンション 117
戸含む)・ 非住宅 1,761坪 (商業 914坪 /事務所 310坪 /保育園 282坪 /郵便局 6

7坪/医療モール 170坪 /そ の他 18坪)と なっている。

これ らの不動産についてリーシングや入居者管理などの運営管理を適切に行い、年間平均

稼働率について、住宅 96%・ 非住宅 100%を 確保 した。

6 リフォーム 。リノベーション事業

住宅等ス トックの再生・活用を図るため、既往顧客への建物耐震診断、劣化診断等のアフ

ターサービス業務を実施 した結果、賃貸住宅等のリフォームエ事、設計等を受託 し、完工 (4

件/12百 万円)した。
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7 まちづくり調査支援事業

木造住宅密集市街地の共同建替え、中心市街地の再開発、老朽マンション建替え、団地の

再生などについての初動期における様々な課題の解決に寄与するため、地元行政や地元住民

などからの要請に基づき、まちづくり調査の支援を 16件 (継続 9件/新規 7件 )実施 した。

8 まちづくり相談事業

まちづくり等に関する相談業務を実施 した。
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Ⅱ 業務の適正を確保するための体制整備について

1 体制の整備状況

⑥

⑦

⑥

⑨

⑩

業務の適正を確保するための体制整備のため、法令に基づき「内部統制基本方針

(平成 26年 3月 18日 理事会議決、平成 27年 12月 15日 (一部改正)理事会

議決 )」 を整備 してお り、その体制は次のとお りである。

①

②

③

④

⑤

役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

役職員の職務の執行に係る情報等の保存及び管理に関する体制

損失の危険の管理に関する規程その他の体制

役職員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

監事の職務を補助すべき職員に関する事項及び当該職員の理事からの独立性に

関する事項

監事のその職務を補助すべき職員に対する指示の実効性の確保に関する事項

役職員が監事に報告するための体制その他の監事への報告に関する体制

監事に報告 した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

ことを確保するための体制

監事の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制

2 体制の運用状況

(1)定 款及び理事職務執行規程に基づく理事の職務執行状況報告

第 1回

第 2回

2020年 6月 5日 実施

2020年 12月 8日 実施

(2)常 勤役員会の開催

常勤役員で構成する常勤役員会 を原則 として毎週定期的に開催 した。

-6-
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2020年度事業報告 附属明細書vol.01

O市街地再開発事業

O防災街区整備事業

事 業 地 区 戸越五丁目19番地区 月島三T目 北地区 三田小山町西地区 蕨駅西口地区 春日・後楽国駅前地区

所  在  地 品川区戸越 中央区月島 港区三田 埼玉県蕨市中央 文京区小石川

事 業 期 間 2018年 ～2023年 (予 定) 2013年～2026年 (予定) 2006年 ～2027年 (予 定) 2018年 ～2025年 (予 定) 2018年 ～2021年

関係 権 利者 21名 171名 176名 19名 260名

規    模 23階 53『占・6『占・7階 44階・29階・16階 29階・26階 23階・40『占・13階

建物 延 面積 約21,700ド 約 151,160ド 約 181,130ド 約54,880ド 約 180,900ド

建 物 用 途
住宅(約220戸 )

店舗
住宅 (約 1384戸 )

店舗・公益施設
住宅(約 1454戸 )

店舗・事務所
住宅(約415戸 )

公共公益、商業、業務
住宅(約700戸 )

事務所、店舗

事業の特色
戸越公園駅連続立体交差事業
不燃化特区(戸 越2456地 区)

特定整備路線補助29号線整備

複合市衛地としての調和と
防災性の向上

都心部における
木造密集地域の
大規模整備

蕨の玄関日の再生と魅力づくり
にぎわいの創出

商業保留床の取得

文京区の都心のまちづくり
公益床(学重クラブ)

・商業保留床の取得

事 業 地 区 立石駅北口地区 西新宿三丁目西地区 新小岩駅南口地区 大島三丁目1番地地区 京急蒲田センターエリア北地区

所  在  地 葛飾区立石 新宿区西新宿 葛飾区新小岩 江東区大島 大田区蒲田四丁目

事 業 期 間 2008年 ～2026年 (予 定) 2012年～2029年 〈予定) 2019年 ～2029年 (予定) 2019年 ～2029年 (予 定) 2027年 ～2030年 (予定)

関係 権 利者 105名 544名 48名 45名 84名

規    模 35階・13階 65階 (24東 )・ 10階・9階 7階・31階 42階 19階

建物 延 面積 約 120,300ド 約 384,700ポ 約64,OOOド 約61,900席 約48,000ド

建 物 用 途
住宅(約600戸 )

区庁舎・店舗・公益施設
住宅(約3200戸 )

商業等
住宅(約300戸 )

商業、事務所
住宅(約 750戸 )

商業・都税事務所等
住宅(約 400戸 )

店舗

事業の特色

京成押上線連続立体交差事業
と連携し、駅前広場と一体化した

木造密集地域および駅前
商店街の整備

新宿副都心エリアの
南西に位置する

大規模プロジェクト

交通広場との一体整備と

既存商店街と調和した
複合開発

駅前の広場空間の整備と
居住・商業・業務機能

の複合開発

駅前商店街の再整備と
組合わせた総合開発

事 業 地 区 三軒葉屋二T日 地区 吉祥寺南口駅前地区

所  在  地 世田谷区三軒茶屋 武蔵野市吉祥寺南町

事 業 期 間 2014年 ～2028年 (予 定) 2012年～2027年 (予定)

関係権 利者 113名 58名

規 模 42階 30階

建物 延 面積 約 141,400ド 約 30,000∬

建 物 用 途
住宅 (約 740戸 )

店舗・業務・生活・文化
住宅(約 180戸 )

商業・業務

事業の特色

小規模店舗群からなる
駅前の木造密集地域と
周辺の防災性向上、

にぎわい創出両面からの再生

吉祥寺駅南日交通広場との
一体整備

事 業 地 区 志茂三T目 9番地区 原町―T目 7番・B番地区 上十条―T目 4番地区 東向島二T日 地区

所 在  地 北区志茂 目黒区原町 北区上十条 塁田区東向島二丁目

事 業 期 間 2017年 ～2021年 (予定) 2017年～2023年 (予定) 2018年～2023年 (予 定) 2021年 ～2025年 (予定)

関係 権 利 者 13名 19名 ¬呵名 刊9名

規 模 3階 9階 13階 桐 階

建物 延 面 積 約650ド 約9,700請 約3,900ポ 約5,000市

建 物 用 途 住宅 (約 12戸 ) 住宅(約 110戸 ) 住宅(約 69戸 ) 住宅(約 90戸 )

事業の特色

共同建管事業
(事業コーディネート参加組合
員・組合運営 )、 不燃化特区 (志

茂地区)

東急目黒線西小山駅前の
共同建替事業

(事業コンサル・多加組合員
事務局)、 不燃化特区

(原町―丁目、洗足―T目 地区)

共同建替事業
(組合運営・事業コーディネート

参加組合員)、 不撚化特区
(十条駅周辺地区)、

補助85号線整備

共同建管事業、
重点不燃化促進区域

(塁田区 )

*
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2020年度事業報告 附属明細書vol.02

O都市居住再生事業

事 業 地 区 江東区公営住宅建替・集約 習志野台回地11街区地区 綱島東…T目

所  在  地 江東区内 船橋市習志野台三丁目 横浜市港北区綱島東―T目

事 業 期 間 2020生F'ψ 2029年 2017年 ～2024年 (予定) 2018年 ～2021年 (予定)

関係 権 利者 210名

規    模 6階～¬O階 7階 7階

建物 延 面 琴資 3,800∬～5,400謂 26 376市 1,795下

建 物 用 途 区営住宅 住宅(350戸 ) 住宅(41戸 )

事業の特色
区営住宅9棟の

入居者移転支援業務を含む
建替・集約事業

UR国地e棟の建替え事業
女性向けマンションの

建設譲渡事業

事 業 地 区 浜田山二丁目 萩窪二丁目 平河町二丁目 本郷六丁目

所  在  地 杉並区浜田山2-11-7 杉並区荻窪2-42-15 千代日区平河町二丁目 文京区本郷六丁目

事 業 期 間 2020年 ～2022年 (予定) 2022年 ～2023年 (予定) 2018年～2020年 2019年 ～2021年 (予 定)

関係 権 利者

規    模 3階/地下1階 3階/地下¬階 3階 3階

建物延面積 1780ド 2049ド 478nf 595∬

建 物 用 途 有料老人ホーム(35室 ) 有料老人ホーム(46室 ) 保青所(75人 ) 保育所(90人 )

事業の特色
介護保険付き

有料老人ホームの
建設譲渡事業

介護保険付き
有料老人ホームの

建設事業
認可保育所の建設譲渡事業 認可保育所の建設事業

事 業 地 区

所  在  地

事 業 期 間

関係権 利 者

規 模

建 物延 面 積

建 物 用 途

事業の特色

事 業 地 区

所 在  地

事 業 期 間

関係権 利 者

規 模

建物 延 面 積

建 物 用 途

事業の特色

Jの
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科  日 当年度 前年度 増 減

I 資産の部

1.流動資産

現金及び預金

有価証券

未成工事支出金

売掛金

完成工事未収入金

1年内回収予定割賦販売元金

破産・更生イ責権等

販売用不動産

販売用不動産前払金

貸付金

貯蔵品

前払金

前払費用

立替金

未収金

未収還付消費税等

未収収益

仮払金

貸倒引当金

3,060,877,987

1,200,040,388

1,276,000

313,200,000

0

1,585,004,459

534,583,420

0

2,704,752,173

4,806,240,000

4,744,514

26,447,109

76,414,092

594,417,209

157,991,266

25,878,400

48,502,324

20,228,008

△ 281,517,909

2,446,984,862

500,000,279

0

2,027,800,000

12,100,000

1,623,156,022

423,083,743

2,059,164,648

793,435,319

10,858,870,000

4,071,440

29,975,285

61,442,282

776,145,622

145,307,773

0

71,347,009

15,924,896

△ 228,669,177

613,893,125

700,040,109

1,276,000

△ 1,714,600,000

△ 12,100,000

△ 38,151,563

111,499,677

△ 2,059,164,648

1,911,316,854

△ 6,052,630,000

673,074

△ 3,528,176

14,971,810

△ 181,728,413

12,683,493

25,878,400

△ 22,844,685

4,303,112

△ 52,848,732

流動資産合計 14,879,079,440 21,620,140,003 △ 6,741,060,563

2固定資産

(1)基本財産

基本財産定期預金 1,350,000 1,350,000 0

基本財産合計 1,350,000 1,350,000 0

(2)その他固定資産

建物

土地

貸貸用不動産前払金

定期借地権

備品

ンフトウェア

割賦販売元金

破産・更生イ責権等

投資有価証券

企業年金積立金

出資金

預託金

子会ネ上株式

厚生貸付金

長期前払費用

差入瑕疵担保保証金

差入敷金

差入営業保証金

長期未収金

繰延税金資産

保証イ費務見返

貸倒引当金

16,089,208,113

14,304,589,359

932,679,051

1,725,170,199

215,046,394

54,499,626

32,724,551,282

356,713,413

6,912,000

800,918,827

1,000,000

1,000,000

10,000,000

12,086,968

200,605,890

280,000,000

88,106,168

10,000,000

196,641,691

250,466,533

194,335,023,210

△ 280,340,837

13,916,869,776

11,300,609,456

909,710,261

1,779,463,578

185,751,241

21,036,296

34,448,784,980

115,351,129

6,912,000

709,290,850

1,000,000

1,000,000

10,000,000

15,916,127

156,232,922

280,000,000

88,106,168

10,000,000

405,399,411

257,245,226

189,902,216,535

△ 133,953,030

2,172,338,387

3,003,979,903

22,968,790

△ 54,293,379

29,295,153

33,463,330

△ 1,724,233,698

241,362,284

0

91,627,977

0

0

0

△ 3,829,159

44,372,968

0

0

0

△ 208,757,720

△ 6,778,693

4,432,806,675

△ 146,387,807

その他固定資産合計 262,314,877,887 254,386,942,926 7,927,934,961

固定資産合計 262,316,227,887 254,388,292,926 7,927,934,961

資産の部合計 277,195,307,327 276,008,432,929 1,186,874,398

貸 借 対 照 表

2021年 (令和 3年)3月 31日 現在

(単位 :円 )
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科  目 当年度 前年度 増 減

Ц 負債の部

1流動負債

短期借入金

1年内返済予定長期借入金

1年内返済予定長期未払金

販売不動産未払金

その他未払金

未払返還保証料

未払消費税等

未払法人税等

未払費用

前受収益

未成工事受入金

前受金

前受保証料

預り金

預り保証料

工事未払金

賞与引当金

380,000,000

1,994,474,252

32,486,255

74,068,500

101,805,918

10,944,739

0

190,000

26,329,934

66,949,767

1,421,200

44,431,165

199,100,468

137,512,590

85,313,750

0

64,419,026

4,100,000,000

1,816,889,079

31,558,788

334,416,870

188,933,752

11,904,604

99,903,100

160,044,300

29,038,294

59,847,276

0

321,323,090

143,378,473

31,454,370

25,954,400

23,106,152

66,452,420

△ 3,720,000,000

177,585,173

927,467

△ 260,348,370

△ 87,127,334

△ 959,865

△ 99,903,100

△ 159,854,300

△ 2,708,360

7,102,491

1,421,200

△ 276,891,925

55,721,995

106,058,220

59,359,350

△ 23,106,152

△ 2,033,394

流動負債合計 3,219,447,564 7,444,204,968 △ 4,224,757,404

2.固定負債

長期借入金

長期前受保証料

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

割賦債権回収費用引当金

債務保証損失引当金

補償損失引当金

長期未払金

受入保証金

受入敷金

資産除去債務

保証債務

40,687,794,304

2,962,335,985

810,391,599

48,436,100

203,979,481

1,033,892,195

5,680,736

13,816,094

60,000,000

401,309,646

350,363,637

194,335,023,210

40,728,712,231

2,888,907,222

823,292,858

71,351,874

237,265,160

900,218,834

7,420,713

46,302,349

60,000,000

399,859,755

342,556,347

189,902,216,535

△ 40,917,927

73,428,763

△ 12,901,259

△ 22,915,774

△ 33,285,679

133,673,361

△ 1,739,977

△ 32,486,255

0

1,449,891

7,807,290

4,432,806,675

固定負債合計 240,913,022,987 236,408,103,878 4,504,919,109

負債の都合計 244,132,470,551 243,852,308,846 280,161,705

Ⅲ 正味財産の部

1.指定正味財産

受取補助金等

指定正味財産合計

(う ち基本財産への充当額)

1,350,000

1,350,000

(1,350,000)

1,350,000

1,350,000

(1,350,000)

0

0

2,一般正味財産 33,061,486,776 32,154,774,083 906,712,693

工味財産の部合計 33,062,836,776 32,156,124,083 906,712,693

負債及び正味財産合計 277,195,307,327 276,008,432,929 1,186,874,398

貸 借 対 照 表

2021年 (令和 3年)3月 31日 現在

(単位 :円 )
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正味財産増減計算書
2020年 4月 1日 か ら2021年 3月 31日 まで

科  目 当年度 前年度 増  減

I一般正味財産増減の部

1.経常増減の部

(1)経常収益

1基本財産運用益

2事業収益

3受取補助金

4そ の他経常収益

貸倒引当金戻入益

債務保証損失引当金戻入益

割賦債権回収費用引当金戻入益

補償損失引当金戻入益

預金利息

有価証券利息

年金配当金

受取利息

償去「済債権取立益

受取繰上違約金

延滞損害金

94

7,444,325,993

21,960,000

25,571,422

187,717,948
'16,801,585

1,739,977

73,211

146,781

4,754,060

4,787,356

2,722,800

138,674

0

94

8,215,974,938

21,364,000

89,003,173

174,532,891

0

1,922,003

43,050

1,150,015

4,130,726

5,257,149

3,472,800

1,589,115

37,459,426

0

△ 771,648,945

596,000

△ 63,431,751

13,185,057

16,801,585

△ 182,026

30,161

△  1,003,234

623,334

△ 469,793

△ 750,000

△ 1,450,441

△ 37,459,426

経常収益合計 7,710,739,901 8,555,899,380 △ 845,159,479

(2)経常費用

1事業費

売上原価

給与手当

賞与引当金繰入額

役員退職慰労引当金繰入額

退職給付費用

減価償却費

業務委託費

定期借地権償却

支払利息

利息費用

貸倒損失

貸倒引当金繰入額

割賦債権回収費用引当金繰入額

債務保証損失引当金繰入額

その他事業費

2管理費

給与手当

賞与引当金繰入額

役員退職慰労引当金繰入額

退職給付費用

減価償却費

その他管理費

2,336,569,573

401,738,130

47,858,176

13,363,058

30,367,974

533,954,022

235,509,874

54,293,379

926,092,879

7,807,290

8,384,514

185,538,313

0

360,660,957

1,237,300,603

125,370,183

13,403,114

3,158,008

12,853,358

42,697,140

208,708,856

3,543,

406,

46,

9,

33,

548,

240,

54,

1,008,

7,

10,

266,

132,

158,

1,268,

176,026

004,281

541,534

645,116

970,259

514,799

364,208

293,379

008,092

633,308

325,605

752,726

763,679

424,380

110,47ワ

121,588,276

16,655,810

4,444,522

10,386,653

32,582,633

231,600,582

△  1,206,606,453

△ 4,266,151

1,316,642

3,717,942

△ 3,602,285

△  14,560,777

△ 4,854,334

0

△ 81,915,213

173,982

△  1,941,091

△ 81,214,413

△ 132,763,679

202,236,577

△ 30,809,869

3,781,907

△ 3,252,696

△  1,286,514

2,466,705

10,114,507

△ 22,891,726

経常費用合計 6,785,629,401 8,151,786,340 △  1,366,156,939

評価損益等調整前当期経常増減額 925,110,500 404,113,040 520,997,460

投資有価証券評価損益等 0 △ 950,000 950,000

評価損益等計 0 △ 950,000 950,000

当期経常増減額 925,110,500 403,163,040 521,947,460
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科  目 当年度 前年度 増 減

2.経常外増減の部

(1)経常外収益

固定資産売却益

その他経常外収益

0

3,554,420

1,216,400,991

8,252,363

△  1,216,400,991

△ 4,697,943

経常外収益合計 3,554,420 1,2D4,653,354 △  1,221,098,934

(2)経 常外費用

固定資産除却損

本社移転費用

その他経常外費用

3,162,745

0

4,035,257

2,530,500

42,639,696

2,672,112

632,245

△ 42,639,696

1,363,145

経常外費用合計
ン
 7,198,002 47,842,308 △ 40,644,306

当期経常外増減額 △  3,643,582 1,176,811,046 △  1,180,454,628

税引前当期一般正味財産増減額 921,466,918 1,579,974,086 △ 658,507,168

法人税、住民税及び事業税

法人税等口周整額

7,975,532

6,778,693

160,125,861

△  7,437,919

△ 152,150,329

14,216,612

法人税等合計 14,754,225 152,687,942 △ 137,933,717

当期一般正味財産増減額 906,712,693 1,427,286.144 △ 520,573,451
一般正味財産期首残高 32,154,774.083 30,727,487,939 1,427,D86,144

一般正味財産期末残高 33,061,486,776 32,154,774,083 906,712,693

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増加額 0 0 0

指定正味財産期首残高 1,350,000 1,350,000 0

指定正味財産期末残高 1,350,000 1,350,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高 33,062,836,776 32,156,124,083 906,712,693

正味財産増減計算書
2020年 4月 1日 から2021年 3月 31日 まで
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財務諸表に対する注記

1、 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有 目的有価証券については償却原価法 (定額法)を採用している。
その他 目的有価証券については決算 日の市場価格等に基づく時価法を採用している。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
個別法に基づく低価法を採用している。

(3)固定資産の減価償去「の方法
①有形固定資産(リ ース資産を除く)

定額法を採用している。
②無形固定資産(リ ース資産を除く)

定額法を採用している。但し、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間 (5年
間)に基づく定額法による。
③リース資産            ´
i所有権移転ファイナンス。リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却法と同一の方法を採用している。

近所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用している。

(4)引 当金の計上基準
①貸倒引当金

中高層建築物譲渡事業等の売上債権等及び保証事業の求償権の貸倒れによる損失に備えるた
め、正常債権、3ケ月から6ケ月未満の延滞債権、条件緩和債権、貸倒懸念債権毎に貸倒実績率等
に基づき、破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい
る。

②賞与引当金
賞与の支払に備えるため、支払見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

③退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相婆する金額を計上してい

る。
④債務保証損失引当金

保証債務に係る損失に備えるため、保証先原債権の信用状況に鑑み、正常債権、3ケ月から6ケ月
未満の延滞債権、条件緩和債権、貸倒懸念債権毎に貸倒実績率等に基づき、破産更生債権等に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

⑤役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

⑥割賦債権回収費用引当金

将来の割賦債権回収費用の発生に備えるため、将来の各年度の割賦債権回収予想額について、
過年度の平均回収費用実績率を乗じたものを現在価値に割り引いた額の合計額を計上している。

⑦補償損失引当金
中高層建築物譲渡事業等における瑕疵担保責任の履行に備えるため、当該履行に伴う補償費用

の実績率に基づき、必要額を計上している。
(5)リ ース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引は、通常の売買処理に準じた会計処理によつている。

(6)消費税等の会計処理
税抜方式を採用している。なお、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費

税額等は、長期前払費用に計上の上5年間で均等償却している。
(7)ヘッジ会計の処理方法

①ヘッジ会計の方法
特例処理の条件を満たしている金利スワップについて特例処理を採用している。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段―金利スワップ取引、ヘッジ対象一借入金利息
③ヘッジ方針

当社は、リスク管理に関する社内規定に基づき、金融債務に係る将来の金利リスクを効果的に回避
する目的で、金利スワップ取引を行うこととしており、投機 目的の取引は行わない方針である。
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科 ヨ 副 則 来 媛 高 当 則

'

刀日額 当期 減 少 額 当期 末残 高
基本財産
定期預金 1,350,000 0 0 1,350,000

ッヘ      三
日          口 1,350,000 0 0 1,350,000

2 産 の びそ

3 産 の の 円 )

4 に してい

5、 固定 産 の び

6、 金融商品に関する注記
(1)金融商品に封する取組方針

①資金運用については、預金及び国債を中心とするリスクの少ない債券投資に限定している。

②デリバティブ取引については、金融債務に係る将来の金利リスクを効果的に回避する目的で、金
利スワップ取引等を行つており、投機目的の取引は行わない方針である。

(2)金融商品の内容及びジスク
投資有価証券は、国債・地方債、金銭信託等であり、証券発行体の信用リスク、市場価格の変動リ

スクにさらされている。
(3)金融商品のリスクに係る管理体制

①金融商品の取引は、当社のリスク管理に関する社内規定等に基づき行い、信用リスク・変動リスク
を回避すべく、短期間での預入及びその他目的有価証券による運用としてる。
②信用リスクの管理は、債券発行体を国・地方公共団体等の高格付の先に限定している。
③市場リスクの管理は、関係する市場動向を把握し、迅速的確な対応を可能としている。

7、 賃貸等不動産に関する注記
(1)賃貸等不動産の状況に関する事項

東京都、神奈川県において、賃貸用マンション(建物・土地または定期借地権)を有している。

2 の 1こ

失累計額を控除した金額である。
(注2)当 期末の時価は、固定資産税評価額および相続税路線価額等に基づいている。

1

(

科 目 当期末残高
(内指定正味財産
からの充当額 )

(内 一般正味財産
からの充当額 )

(肉負 l貢 応 す

る額 )

基本財産
定期預金 1,350,000 (1,350,000) (0) (0)

合   計 1,350,000 1,350,000! (0) (0)

してい の て ヤ

種 類 期末帳簿価額 概保の種類 内 昼 劇 末残 高

割賦販売元金(1年内回収予定分
も含む)及び破産更生債権

1年内定期預金

建物

土地
定期借地権

598,236,521

100,000,000

9,731,860,615

5,795,656,286

1,725,170.199

譲渡担保

質権

抵当権
抵当権

抵当権

短期借入金

長期借入金(1年内返済予定
分も含む)

長期未払金(1年内返済予定
分も含む)

380,000,000

9,966,307,860

46,302,349

科 目 取得価額 減価 償 却 累計額 減 損 累計額 期 末残 高

22,199,497,324 6,1101289.211 0 16,089,208,113

土   封十 14,304,589,359 0 0 14,304,589,359

疋
~翔

借 封L権 2,856,728,776 1,131,558,577 0 1,725,170,199

363,740,881 148,694,487 0 215,046,394
ノース婆産 0 0 0 0
ノフトフェア 166,716,486 112,216.860 0 54,499,626

△
r 39,891,272,826 7.502,7591135 0 32,388,513,691

当期 末 國割面額 日寺イ面

31,518,515,273 20,823,087,867
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補 金 内 びイこ

との

の

9

10、 税効果会計
1

上 の と収益 の

内  ( 円 )

)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上

の記載区分

農島区高齢者向優良賃貸住宅供

給助成事業補助金 豊島区 4,015,000 4,120,000 4,015,000 4,120,000 未収金

中野区高齢者向優良賃貸住宅家

賃減額費補助金 中野区 9,200,000 9,600,000 9,200,000 9,600,000 未収金

台東区立忍岡住宅廃止に伴う人

厘争者家賃補助企 台東区 1,738,268 1,578,768 1,733,268 1,578,768 未収金

合  計 14,948,268 15,298,768 14,948,268 15,298,768

東京都 港 区更 -9-1

26.230.514

事 : の ン
｀
ム運 営事 業 去関運事 業

100% (子会
j

役 童の禾務 等 代表 士i又締役 | i当 社理事関係 内容
事 録き上の関係

取 弓 の シム

取引の種類別の取引金額
(単位 :円 )

(収益)賃貸料
(費用)運営管理料

324,000
20.400,000

11 722
10,551,153

ヨ 当期末
羽祗員会 115.326,949

150,237,424

寸引 当金 99,2111444
i権回収 辱 片 サ1当 金 70,554,998

資産 膨ミ去イ責務 寝|ヂ干 33,951,885

賃与 号 17,589,721
４
〓 i金 11.620.102

イ雨イ買楼 1.964,925

100,454

23,771

貸倒 弓 当金 (流 : も 50,948

貸倒 5 7,540,161

56,478,942

`金資産 小 計 564,651.719
△ 314,185,186

250,466.533

非収 益要莱 1又盃要莱 合 計

買( A) △ 54,332,098 975,799,016 921,466,918

永久差異損金算入限度額(Bl) 0 0

その他 (B2) 0 0

刑ヽ 計 (B)=(Bl)十 (B2) 0 0

△ 54,332,098 975,799,016 921,466,918

法人税、住民税及び事業税 | C 7,975,532 7,975,532

法人税等調整額 (D) 6,778.693 6,778,693

(C)+(D) 14.754,225 14,754,225
当期一般正味財産増減額lAl― (C)― (D) △ 541332,098 961,044,791 906,712,693
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率

法 定実効,税率 34.59%
永久 に棒金に算入されない項 目 5.020/0

永 久 1こ名i金に算入されない項 目 -44.92%

0.020/0

評価 性 弓当額の増減額 7.00%
-0.200/0

税効果 会 1.51γ0

(3)法人税法上の収益事業に係る法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の
因となつた主 の
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